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本報告書出版の背景 
 
2002 年 6 月に日本が受諾した京都議定書の第一約束期間（2008～2012 年の 5 年間）では、

わが国を含む附属書 I 国の温室効果ガス排出量削減に関する数値目標が定められ、わが国に

は、第一約束期間における温室効果ガスの平均排出量を、基準年の排出量から 6％削減する

という目標が割り当てられました。議定書によると、各附属書 I 国は第一約束期間の 1 年前

までに上記温室効果ガスの排出・吸収量目録（インベントリ）の国内推計システムを整備す

ることになっており、これを受けてわが国の温室効果ガスインベントリは、日本国として京

都議定書の削減目標の達成度に関する報告を行うための正式なデータベースに位置づけられ

るようになりました。その後、本システムの下で第一約束期間の排出・吸収量の算定を行い、

一昨年提出した最終年の報告及び審査を受けて、わが国の第一約束期間の目標の達成が確定

しました。（京都メカニズムクレジットを加味） 
本報告書を含むわが国の温室効果ガスインベントリは、1999 年 11 月の設置以来環境省の

もとで毎年開催されている「温室効果ガス排出量算定方法検討会」に大学・地方自治体・関

係省庁及び関連研究機関から参加頂いた 70 名を超える各分野の専門家の英知を結集したも

のです。最新の科学的知見を提供頂いたその他の専門家の皆様、および、必要なデータを提

供頂いた業界団体と関連省庁の皆様他からも、多大なご協力を賜りました。また、担当課室

の環境省地球環境局総務課低炭素社会推進室には、温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）

の運営に際して多大なご尽力を賜りました。関係各位には、深く感謝の意を表します。 
本年は改訂された新 UNFCCC インベントリ報告ガイドラインの下での二回目のインベン

トリ提出となります。国内外の多くの方による評価を通じ、GIO は本報告書がより一層充実

した内容となるよう心がけました。本報告書が、わが国が果たすべき国際的責任の指標とし

て、また、わが国の温暖化対策への取り組みを示す指標として、正しくかつ広く活用される

ことを祈念いたします。 
また、アシスタントの浅沼百合子さん（2015 年 12 月まで）、藤井むつ子さんには、GIO の

円滑な運営にあたってのサポートを頂き、ここで感謝の意を表します。 
 
 
 
平成 28 年 4 月  

国立研究開発法人 国立環境研究所 地球環境研究センター 
温室効果ガスインベントリオフィス（GIO） 

連携研究グループ長 野尻幸宏 
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監修にあたって 
 
国連気候変動枠組条約（UNFCCC）第４条及び第 12 条並びに決定 2/CMP.8 に基づき、同条

約、京都議定書各締約国は自国の温室効果ガスの排出及び吸収の目録（インベントリ）を条

約事務局に提出する責務を有する。この条項に従い、日本の温室効果ガス及び前駆物質等の

排出量及び吸収量を UNFCCC インベントリ報告ガイドライン（決定 24/CP.19 附属書 I）及び

決定 2/CMP.8 に則り、本報告書及び共通報告様式（CRF）を用いて、日本国のインベントリ

として報告する。 
本報告書では、日本におけるインベントリの作成体制、各排出源及び吸収源による温室効

果ガスの排出量及び吸収量の算定方法、温室効果ガス（二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、

一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロカーボン類（HFCs）、パーフルオロカーボン類（PFCs）、
六ふっ化硫黄（SF6）、三ふっ化窒素（NF3））及び前駆物質等（窒素酸化物（NOX）、一酸化

炭素（CO）、非メタン揮発性有機化合物（NMVOC）、硫黄酸化物（SOx））の排出及び吸収の

状況を整理した。また、京都議定書第７条１の補足情報を掲載した。 
 
本報告書の構成は、UNFCCC インベントリ報告ガイドラインに示されている目次に従って

いる。 
概要編では、日本における温室効果ガスの排出及び吸収の最新の状況を中心に本報告書の

概要を整理した。第 1 章では、温室効果ガスインベントリの背景情報、国家インベントリに

関する取り決め、インベントリ作成手順、インベントリの算定方法、キーカテゴリー分析、

品質保証・品質管理計画、不確実性評価結果等をとりまとめた。第 2 章では、日本における

温室効果ガスの排出及び吸収の最新の状況を整理した。第 3 章～第 7 章では、2006 年IPCC
ガイドラインに示された排出源及び吸収源ごとの算定方法を解説した。第 8 章では、当該ガ

イドラインに含まれていない排出源の報告状況を示した。第 9 章では、CO2及びN2Oの間接

排出量について報告状況を示した。第 10 章では、昨年提出インベントリ以降の改善点及び再

計算（算定に用いるデータの変更、新規カテゴリーの追加等）について説明を行った。さら

に、第 11 章から第 15 章では、京都議定書第７条１の補足情報を掲載した。また、別添とし

て、日本のインベントリに対する理解を助ける資料を添付した。 
 
データの変更、更新等の最新の状況については、温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）

のホームページ（http://www-gio.nies.go.jp/index-j.html）を参照のこと。 
 
 

平成 28 年 4 月 環境省地球環境局総務課低炭素社会推進室 
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